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１. はじめに 

１－１. 背景 

地域における地球温暖化防止事業（以下「地域普及啓発事業」という。）では、2030年度の温
室効果ガス排出削減目標の達成に向けて、これまで多岐にわたる普及啓発事業が実施されてき
た。 

当該事業を通じて CO2 削減効果を最大化するためには、効果的なアプローチを計画・実行
し、その結果を検証の上、次年度に反映するといった PDCA サイクルを、地域地球温暖化防止活
動推進センター、地方公共団体、民間企業・団体といった事業実施主体自らが推進することが重
要である。 

 

１－２. 本ガイドラインのねらい、位置づけ 

本ガイドラインは、地域普及啓発事業の一層効果的な実施を図るため、事業実施主体が個別事
業において PDCA サイクルを実施するための手順を定める。この手順をもとに事業実施主体が
PDCA サイクルを推進することにより、普及啓発の効果を高め、ひいては CO2 削減効果を増大
させることを目的とする。 

 

１－３. ガイドラインの対象 

本ガイドラインにおける PDCA サイクルの対象は、「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助
金」のうち、「地域における地球温暖化防止活動促進事業」又は「地方と連携した地球温暖化対
策活動推進事業」における補助金の交付を受け、地域普及啓発事業を実施する地域地球温暖化防
止活動推進センター、地方公共団体及び民間企業・団体である。 

 

１－４. 定義 

本ガイドラインにおける用語について、以下のように定義する。 

• 地域普及啓発事業 

 「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金」のうち、「地域における地球温暖化防止
活動促進事業」及び「地方と連携した地球温暖化対策活動推進事業」を総称するもの
とする。 

• PDCA 実施機関 

 環境省の委託を受けて、地域普及啓発事業に係る PDCA を実施する機関をいう。 
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• 執行機関 

 「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金」のうち、「地域における地球温暖化防止
活動促進事業」又は「地方と連携した地球温暖化対策活動推進事業」に係る交付決定
を受け、地域地球温暖化防止活動推進センター（以下「地域センター」という。）又
は地方公共団体等に間接補助金を交付する補助事業者をいう。 

• 事業実施主体 

 執行機関からの間接補助金の交付を受けて、地域において、地球温暖化防止に係る普
及啓発事業を実施する地域センター及び地方公共団体等の間接補助事業者をいう。 
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２. PDCA サイクルの実施 

２－１. 前提 

地域普及啓発事業は、各事業実施主体によりさまざまなテーマについて、多様な手法を用いて
実施されている。そこで、本ガイドラインにおいては、下記のとおり普及啓発テーマ及び訴求手
法を整理する。 

 

２－１－１. 普及啓発テーマ 

地域普及啓発事業は、下記の 12 のテーマに分類する（図 1）。 

 
図 1 地域普及啓発事業における 12 のテーマ 

２－１－２. 訴求手法 

地域普及啓発事業の実施状況及びマーケティング理論に基づくプロモーション手法を踏まえ、
地域普及啓発事業の訴求手法を整理する。具体的には、地域普及啓発事業は広告又は展示会・体
験会等のイベントが主なプロモーション手法であることを踏まえた上で（図 2）、コミュニケーシ
ョンの方向、意識変容の与え方に着目し、下記の 3 手法に分類する（図 3）。 

 情報発信型（受動型）：コミュニティラジオや新聞広告等を通じ、不特定多数に対して一方

* 令和3年度脱炭素ライフスタイル推進事業の高度化検討等委託業務による分類

分野 テーマ

購買選好の変化

省エネ機器の買換え促進

省エネ住宅の普及促進

エコカーの普及促進

省エネ家電買換え

省エネ住宅購入

エコカー買換え

啓発カテゴリー

クールビズ実施の推進

ウォームビズ実施の推進

エコドライブの推進

カーシェアリングの利用促進

スマートムーブの普及促進
（自動車からのバス、電車、自転車への転換）

食品ロス削減の普及促進

エコなライフスタイル選択価値観の変化

低炭素物流の普及促進
（宅配便の再配達防止）

LED照明の普及促進

再エネ電力メニューの利用促進

照明の効率的利用

再エネ電力メニュー選択
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向的に情報発信を行うことで普及啓発を行う 

 情報発信型（能動型）：講演会やパネル展示等により、対面で一方向的に普及啓発を行う 

 双方向体験交流型：交流会、試乗会又は省エネ診断等、参加者との双方向のコミュニケー
ションを通じて普及啓発を行う 

 
図 2 地域普及啓発事業における主なプロモーション手法 

 

 
図 3 意識変容の与え方に基づく訴求手法の分類 

一般的なプロモーション手法

対象多

対象少

広告
(TV・ﾗｼﾞｵ・ｺﾐｭﾆﾃｨ
誌・Webｻｲﾄ等)

• 対価を払い、製品・サービスを媒体
を通じて伝達する手法

• 多様な演出や表現が可能で、普及
性が高い

イベント
(展示会・体験会等)

• 製品等の認知・理解向上を目的に、
講演や体験機会を提供する手法

• 押し付け感なく、製品等について好
感を抱いてもらいやすい

パブリシティ
(報道等)

• マスメディア等の媒体に活動や製品
が取り上げてもらう手法

• 消費者からの信頼を得やすい

ダイレクト
マーケティング
(電話・郵便物等)

• 特定の顧客に直接的なコミュニケー
ションをとる手法

• 即効性が高く、対象に合ったﾒｯｾｰｼﾞ
とすることで反応性も上げやすい

印刷物・ﾉﾍﾞﾙﾃｨ
(チラシや記念品等)

• 消費者へ物品を配布することを通じ、
製品や活動内容を伝達する手法

• 長持ちする実用品等を使用すること
で長期間に渡るﾒｯｾｰｼﾞ伝達が可能

掲示物
(看板やポスター等)

• 特定の場所へ製品やサービスを伝
える掲示物を設置する手法

• 広告と比較し、安価で多数の消費者
に情報伝達ができることが多い

手法と特徴

過去の地域普及啓発事業への適応

典型的な活動例

• イベント内容等が地域のCATVや新聞等より取材を受ける
(愛媛県C：行政機関と連携した地球温暖化防止啓発活動)

• 商店街と連携したポータルサイトやアプリを通じた広告に
より、地域住民へ環境配慮活動を啓発
(秋田市C：多世代アクション「あきエコどんどんPJT」)

• 展示会や温暖化対策取組事例の講演等を行う
(鹿児島県C：地球温暖化対策セミナー)

• 希望者を募り、省エネ診断やエコドライブ体験等を行う
(長野市C：エコドライブシュミレーターによる体験講習)

(地域普及啓発事業での実績なしと想定)

• イベントや広告での訴求を行う際の1パーツとして使用
されることが太宗
(岩手県C：ecoチャレンジいわて夏)

• イベントの告知や広告の1手法として使用されている
(熊谷市C：緑のカーテン事業)

従たる訴求手法

主たる訴求手法

付随

付随

ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ先

広告

イベント

手法中・小分類手法大分類

放送(テレビ・ラジオ)

印刷物(新聞・雑誌)

Webサイト

屋外広告(掲示板・車体等)

マス
広告

バナー広告

電子
広告

その他広告

スクール形式
(講演会等)

ミュージアム形式
(展示会等)

体験型
(試乗会・省エネ診断等)

一方向

双方向

交流型
(ゲーム・交流会等)

不特定多数

イベント
参加者

意識変容の与え方

発信情報を視聴することで
意識に変容を与える

プレゼンテーションや展示物を
視聴し意識に変容を与える

体験やコミュニケーションに
より意識に変容を与える

出典：フィリップ・コトラー、他（2007）『社会が変わるマーケティング』等の一般的なマーケティング理論より作成

情報発信型
(受動型)

情報発信型
(能動型)

双方向
体験交流型

訴求手法
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２－２. PDCA サイクルの実施 

PDCA サイクルに基づく地域普及啓発事業の基本的な実施手順を、PLAN（計画）・DO（実
行）・CHECK（評価）・ACTION（改善）の各過程に従い定める。 

なお、PDCA サイクルの実施に際し、具体的な取組手法の参考にしていただくため、地域普及
啓発事業の優良事例から、参考となる事例を適宜紹介している。 

 

２－２－１. 全体スケジュール 

事業実施主体における PDCA サイクルの一連の流れを、地域普及啓発事業の流れに従って、一
年間のスケジュールで示す（図 4）。  

 n-1 度事業終了～n 年度公募時 

 n 年度事業の企画立案 

 n 年度事業実施に向けた連携先との調整 

 n 年度補助金交付後～事業終了 

 次のサイクルを個別事業ごとに実施 

 企画詳細化 

 関係各所との調整 

 個別事業の実施 

 反省会・振り返り（、次回事業への反映） 

 n 年度事業終了後～3 月中旬 

 完了実績報告のとりまとめ 

図 4 事業実施主体の年間スケジュール 

 

年度 n-1年度 n年度 n+1年度

スケジュール（目安） 2月 4月 6月 8月 10月 12月 2月 4月

補助事業の流れ
執行機関
公募・採択

事業実施主体
公募・採択

地域普及啓発事業実施

実績報告

PDCAの流れ

PLAN

DO

CHECK

執行機関
公募・採択

ACTION

PLAN

事業実施主体
公募・採択

事業実施主体
PLANを踏まえた地域普及啓発事業の実施

会場アンケートの実施

実績
報告

事業計画
策定

（参考）
優良事例

事業

新規企画の検討

外部団体との
調整

実績
報告

企画検討

企画

実施

反省 企画

実施

反省

次の事業に
反映

・・・
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２－２－２. 事業計画（PLAN）の策定 

事業実施主体は、個別事業ごとに普及啓発事業テーマ・実施目的を設定し、詳細な事業計画
（PLAN）を策定する。 

具体的な検討内容は次のとおりである。 

（１） テーマの設定 

上記２－１－１で整理した 12の普及啓発テーマ（図 1）の中から、個別事業において訴求す
るテーマを選定する。 

テーマの選定に当たっては、①都道府県・市区町村における地球温暖化対策など「地域の環境
課題」や②イベント・講演会の来場者又はラジオ番組のリスナー等、普及啓発を受ける者の興
味・関心領域を参考とする。 

 

 

（２） 個別事業における目的の設定 

（１）で設定した普及啓発テーマの特性等を踏まえ、認知度向上や理解促進、行動喚起など個
別事業の実施により何を達成するかという観点から目的を設定する（例：エコドライブのように
比較的容易に実践可能なテーマは行動喚起、省エネ住宅の購入のように実践までに障壁が有り、
認知度が限られるものについては認知度向上を目的とする 等）。設定した目的を踏まえ、地域普
及啓発事業の内容・コンテンツの方向性を検討する。（詳細な検討方法は（３）の３）を参照） 

スケジュール検討に関する参考事例 

 新規事業計画の検討開始時期 
地域センターA では、都道府県とゼロから新しい個別事業の企画を行う際は、予算編成
を行う秋頃に検討を開始し、次年度の予算に事業の実施に係る費用が織り込めるように
している。 

テーマ設定に関する参考事例 

 地域の環境課題を起点に設定 （低炭素物流の普及促進） 
B 市では、運輸部門（貨物）による温室効果ガス排出量が上昇しており、昨今の通販サイ
トの利用増加が要因と考察したことから「低炭素物流（宅配便再配達防止）」をテーマと
して事業を実施した。地域の課題を起点とした地球温暖化防止活動に取り組むことによ
り、効率的に CO2 削減に寄与することを狙いとしている。 

 普及啓発対象者の興味・関心に基づき設定 
コミュニティラジオの C 局では、普及啓発を予定していた番組のリスナーに主婦が多い
ことから、主婦が興味・関心のあると想定される省エネ家電をテーマに設定した。さら
に、テーマを拡充するため、リスナーに対し、興味・関心のあるテーマを募集している。 
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（３） PLAN の策定 

各事業について、誰に（Target）、何を（Message）、いつ（Timing）、どのように（Touch 

Point）という観点から具体的な事業計画を立案する（図 5）。 

なお、事業計画の立案においては、PLAN 策定に係る参考としていただくための PLAN 集（添
付資料３）や優良事例集（添付資料２）を適宜参照の上、具体的な PLAN を策定すること。 

図 5 PLAN の検討アプローチ 

１）訴求対象（Target）の選定 

（１）、（２）で設定したテーマ及び目的に基づき、主な訴求対象を設定する。検討には、次に
示すようなデータを活用する。 

 テーマに関連する統計情報 

 性別・年代別の自動車運転免許保有者数 

（テーマが「エコカー普及促進」「エコドライブの推進」などの場合） 

 住宅の構成（戸建、共同住宅等）、築年数 等 

（テーマが「省エネ住宅の普及促進」の場合） 

 家庭における家電の購買決定者 等 

（テーマが「省エネ機器の買換え促進」の場合） 

 普及啓発を行うイベント・講演会の来場者、ラジオ番組のリスナーの属性情報 

 性別・年代比率 

 世帯構成（ファミリー層） 

なお、訴求対象（ターゲット）を設定する際には、環境問題に対する関心度合いも意識する必
要がある。環境問題に関心がある層は、すでに問題に対して対応済みである場合も多い。このた
め、環境問題への興味・関心の低い層に向けて情報発信する観点も重要である。 

 

Target（誰に） Touch Point（どのように）Timing（いつ）Message（何を）1 2 43

ターゲットを踏まえ、どのような
内容を訴求すべきか

どのような媒体・スタイルで
情報発信すべきか

課題解決させたい（情報発信
したい）ターゲットは誰か

どのタイミングで
情報発信すべきか

ターゲットが
感じている課題、
興味関心をもとに

訴求メッセージを具体化

ターゲットの

典型的な属性や価値観
などの特徴を特定

テーマや訴求内容の
季節性など

から類推し仮説設定

Units sold

Time since launch

Product A

Product D

Product B

Product C

1
9

21
33

41
73

40 8020 60 1000

F
E

C
B
A

D
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２）訴求内容（Message）の検討 

１）で設定したターゲットに対し、より効果的な普及啓発となるよう、次の観点を踏まえ、訴
求内容（メッセージ）を設定する。 

 訴求対象であるターゲットが実感しやすいよう、金額換算した節約効果や CO2 算定量など
定量的な情報を加えて伝える 

（例：無断熱の家に住み続けることで、年間○○円程度、冷暖房費で損しています） 

 訴求するメッセージが多すぎるとターゲットに伝わりきらないため、2、3個程度に絞る 

 

また、メッセージの設定には、次のような情報を参考にする。 

 環境省 COOL CHOICE ホームページ https://ondankataisaku.env.go.jp/coolchoice/ 

 地域における地球温暖化防止促進事業に係る PLAN 集（添付資料３） 

 過去事業において訴求した際、効果のあったメッセージ 

 

 

ターゲット設定に関する参考事例 

 テーマと関連性の高いターゲット設定 
コミュニティラジオの D 局では、20 代～40代の男性をターゲットに、エコドライブをテ
ーマとした地域普及啓発事業を実施した。当該地域では公共交通機関へのアクセスが悪
く、車移動に頼らざるを得ない環境である。その中でも、通勤に自動車を利用する 20 代
～40代男性が多いため、当該年齢層をターゲットとして設定した。 

訴求メッセージの検討に係る参考事例 

 具体的金額を示した訴求 （例：省エネ家電の買換え、省エネ住宅の普及促進） 
E 市のイベントでは、「しんきゅうさん」を活用し、参加者が実際に使用している家電を
省エネ家電に買換えることで、月々の電気代をどの程度削減できるかを具体的に提示し
た。光熱費の削減効果を明確に示すことにより、省エネ家電買換えのメリットについて
イベント参加者の理解を促進した。 
また、コミュニティラジオ F局では、省エネ住宅の普及促進に当たり、有識者や関連事
業者を招いた番組を放送した。10分間の番組の中で、省エネ住宅の経済的メリットや、
断熱化を行わないことに関する健康リスクなどを詳細に説明していた。 

 低関心層にアプローチするための工夫（エコドライブの推進） 
コミュニティラジオ G 局では、エコドライブの普及啓発に係る放送に併せ、車でアクセ
ス可能な地域の観光スポットも放送した。リスナーが興味・関心を持つ情報とセットで
放送することで、環境問題などに関心が低い層でも聞きやすいように工夫している。 

https://ondankataisaku.env.go.jp/coolchoice/
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３）訴求手法の設定（Touch Point） 

２－２－２の（２）の目的設定及び１）と２）のテーマとターゲットを踏まえた上で、地域普
及啓発事業の訴求手法を決定する。 

a. 目的に基づく訴求手法の設定 

ラジオ等のマスメディアを用いた情報発信型（受動型）の訴求手法は比較的低コストで接触人
数（リーチ）を拡大させることができることから、認知度向上等には効率的であるが、購買を促
すなどの行動変容に繋げることは難しい。 

一方で、講習会やイベントなどの情報発信型（能動型）及び双方向体験・交流型はリーチが限
られるものの、来場者と対面での訴求が可能であり、ニーズに合った情報提供が可能であるため
行動変容が起こしやすいという特徴がある（図 6）。 

図 6 訴求手法の特徴 

こうした特徴を活かすため、イベントなどへの出展に際し、パネル展示等の一方向の情報発信
にとどまらず、体験型のコンテンツを設けるなど、来場者とのコミュニケーションを図る工夫を
行うことでより効果的な事業実施が期待できる。 

上記の観点も踏まえ、目的に応じた訴求方法の検討を行うことが重要である。 

例えば、バイクシェアなどの「シェアリングエコノミーの普及促進」や「低炭素物流の普及促
進（宅配便の再配達防止）」など、他のテーマと比べ、普及段階にあり、認知度向上を目的とす
る場合や比較的実践しやすい行動の変容を目的とする場合には、ラジオなどの情報発信型（受動
型）の訴求手法を用いる。一方、エコカーの購買促進を目的とした場合は、エコカーの具体的な
メリットを理解してもらうために、試乗会や講演会など、より深い訴求を行える形式が有効であ
る。 

b. 普及啓発テーマに基づく訴求手法の設定 

普及啓発テーマによっては、そのテーマと親和性の高い訴求手法があり、それにより、一層効
果的・効率的な普及啓発が期待できる。 

 

情報発信型（受動型）

例）ラジオ、新聞、市報など

特徴

情報発信型（能動型）

双方向体験・交流型

例）講習会、イベントなど

△

〇
低コストで

リーチを拡大させる
ことが可能

リーチ数は限定的

リーチ

〇

△

行動変容の喚起

価値観の変化を促す
テーマは行動変容に
つながりやすく、

購買を促すテーマの
行動変容には
つながりにくい

1対1のコミュニケーション
が可能であることから
購買を促すテーマでも

行動変容を起こしやすい

1

2
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例えば、省エネ住宅では住宅展示場でのイベントや相談会の親和性が高い。また、エコドライ
ブでは、ラジオを通じてドライバーに普及啓発を行うことにより、すぐに実践が可能で行動変容
に繋がりやすいと考えられる。 

 

c. ターゲットに基づく訴求手法の設定 

環境意識の低い層を含めたターゲットへの接触を拡大させるためには、ターゲットの興味関心
に応じたコンテンツの企画及びイベント実施前の広報活動が重要となる。 

例えば、環境問題に特化したイベント等では、深い理解の促進が期待できる一方、既に対策を
講じている環境意識の高い層の参加が多く、普及啓発の効果が限定的になる場合がある。必要に
応じて外部団体と連携し、地域の祭りなどにおいて地域の語り手など身近な知見者から情報発信
を行うことや著名人を活用したトークショーなど「環境問題」以外のコンテンツを切り口に、幅
広く参加者を募ることも重要である。 

なお、地域の語り手・身近な知見者については、各地域で活躍する「地球温暖化防止活動推進
員」や「地球温暖化防止コミュニケーター」に相談することが有効である。(表 ２-1)また、地
方公共団体や地域センター、コミュニティラジオ局、地元の NPO 等が各々のネットワークを活
かし、相互に情報交換を行うことも有効である。 

また、コンテンツの活用や著名人の活用に当たっては、ターゲットの属性を考慮した上で、関
心のあるテーマや支持の高い著名人を選定する必要がある。 

さらに、ターゲット層が目にするメディアや情報収集方法を選択し告知することも重要であ
る。具体的には、ポスターを通じたイベントの広報を行う際に、掲示場所を駅、町内の掲示板、
幼稚園・小学校などと変えることで、ポスターを目にする層が変わると考えられる。従って、タ
ーゲットの生活範囲に基づく広報手段を検討する必要がある。 

 

 

 

普及啓発テーマに基づく訴求手法に関する参考事例 

 住宅展示場での ZEHの訴求（省エネ住宅の普及促進） 
H 市は、住宅展示場内の ZEH モデルハウスを会場として省エネ住宅の訴求を行うイベン
トを開催した。住宅展示場でイベントを開催することで、住宅の購入意向のある人に直
接 ZEH の特長を伝えることができた。また、住宅メーカーから説明を行うことで、住宅
に関する専門的な知識を求めるイベント参加者に対して、正確な根拠を基にしたメリッ
トを、より魅力的に省エネ住宅を訴求することができた。さらに、各住宅メーカーにと
っても、住宅展示場の来場者に自社の強みをアピールするという利点があった。 
本事業は、アンケートにおいても高い効果が確認された。 
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表 ２-1 相談窓口例 

名称 地球温暖化防止活動推進員 地球温暖化防止コミュニケーター 

概要 

地球温暖化対策法に基づき、地球温
暖化防止の取組を進める者として、
都道府県知事等の委嘱により、全国
各地で特色のある活動を行ってい
ます 

地球温暖化に関する情報を人から人に直
接伝える「伝え手」。気候変動問題への国
民の理解と積極的な取組が喫緊の課題で
あることを、あらゆる層の人々に伝えま
す 

連絡
方法 

全国ネットホームページから、各地
域センターにご連絡ください 

環境省ホームページ内の「コミュニケー
ターへのセミナー依頼について」からご
連絡ください 

URL 
https://www.jccca.org/trend_regio
n/center/ 

https://ondankataisaku.env.go.jp/commu
nicator/request_seminar.html 

 

 

 

地域の専門家、有識者のキャスティング係る参考事例 

 有識者をキャスティングし、ラジオ番組コンテンツを充実（省エネ住宅の普及促進） 
コミュニティラジオ I局では、季節や月のイベントを踏まえたパブリシティ放送を、毎朝
平日に実施した。パーソナリティのトークだけでは内容に厚みが出にくいと考え、聴取
者を代表するパーソナリティから、有識者に質問をする番組構成とすることで、より理
解促進に繋がる番組コンテンツにした。有識者のキャスティングに当たっては、これま
で地球温暖化活動に関わる有識者や専門家とのコネクションがなかったため、地域セン
ターに電話で相談したところ、番組に出演可能な有識者を紹介してもらえた。 

https://www.jccca.org/trend_region/center/
https://www.jccca.org/trend_region/center/
https://ondankataisaku.env.go.jp/communicator/request_seminar.html
https://ondankataisaku.env.go.jp/communicator/request_seminar.html
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訴求手法の検討に係る参考事例 

 事業の目的に基づく訴求手法の使い分け（エコドライブの推進、省エネ住宅の普及促進） 
コミュニティラジオ J 局では、事業全体を通じてエコドライブの認知、理解、行動を促す
ことを目的とし、目的別に訴求手法、内容を検討している。具体的には、認知度向上を目
指し、まず「エコドライブ」という単語をリスナーに知ってもらうよう、スポット CMで
繰り返し情報発信を行う。一方、理解度・実践度向上には、放送枠を長くとり、より詳細
な説明を行う特集番組を放送する、リスナーからのコメントを募るなどの工夫を行ってい
る。 
同様に、K市では省エネ住宅の普及促進を、住宅に関する講座及び住宅見学会の 2 本立て
で実施した。講座では有識者を招いた省エネ化に係るポイントの説明や事例紹介を座学形
式で行い、住宅見学会では断熱性能を高めた住宅を訪問するバスツアーを実施した。講座
で参加者の理解を促進し、見学会で効果を体感させることで、より深い訴求を行った。 

 ターゲット層に合わせた場所・広報の工夫（省エネ機器の買換え促進） 
L市の主婦層向けの普及啓発イベントは、主婦が買い物などのついでにアクセスしやすい
駅直結のビルで、家を空けやすい昼～夕方にかけて実施された。また、イベントの開催案
内は、主婦の目に触れやすい地域の自治会情報誌（回覧板）で広報を行った。 
同様に、地域センターMでは 20 代の若年層へ訴求するため、地域の大学と連携し、授業内
での PR や大学食堂内での活用を実施した。このように、ターゲット層が日常的にどのよう
な行動をとり、どのような情報を目にするのかなどの観点から、ターゲットへの訴求方法
の検討が重要である。 

 地域事業者と連携した普及促進（エコカーの普及促進） 
M 市では地域の自動車販売店と連携し、エコカーの展示会を行った。販売店員と来場者が
直接コミュニケーションをとることにより、より具体的かつ詳細な普及促進が可能となっ
た。 

 「公開放送」を活用した普及啓発事業  
コミュニティラジオ O 局は普及啓発テーマに基づき、若年層を主な訴求対象として設定し
た。しかし、O 局のリスナー層に占める若年層の割合は高くないため、イベント開催地に
おける公開放送を通じて、ラジオ聴取者に限らず会場のイベント参加者にも普及啓発を行
い、目標として設定した対象への訴求を実現した。 

 

  
 

ラジオ放送を通じた訴求

イベント会場での訴求
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４）いつ（Timing） 

個別事業の実施時期は、訴求ターゲットが普及啓発テーマを最も意識しやすい時期・時間帯を
意識して計画する。 

具体的には、12 の普及啓発テーマについて季節や決算期などにより消費者の需要が拡大する
時期がある。そのスケジュールに合わせて情報発信を行うことで、効果的かつ効率的な普及啓発
が可能となる（図 7）。 

図 7 普及啓発テーマの訴求に効果的な時期（一例） 

 

また、コミュニティラジオでは、普及啓発を行う時間帯を細かく設定できるため、目標として
設定した訴求対象が聴取している時間帯を把握した上で、放送時間帯を設定する。なお、普及啓
発事業を実施可能な時期・時間帯に制約がある場合、選択肢の中から、最も適切な枠を選択する
ことが重要である。 

 

２－２－３. DO（PLAN の執行） 

２－２－２で立案した PLAN に沿って事業を実施する。ここでは、イベント開催時の PLAN

の執行に重点を置いて説明する。 

イベントでは、PLAN の訴求メッセージや訴求手法をベースに、その場の状況に応じて声がけ
や説明内容を工夫する。具体的には、イベントブースに立ち寄っていただくために、目標とする
訴求対象の属性に該当する方に積極的に声をかけ、ブースに立ち寄った方の年代などを意識し、
訴求するメッセージをより効果的な内容に変えるといった意識を持つことが重要である。 

 

春～夏 秋～冬

• 省エネ機器の買換え促進（冷房）
• クールビズ実施の促進

• エコカーの普及促進*1

• 省エネ機器の買換え促進（暖房）
• ウォームビズ実施の促進
• 省エネ住宅の普及促進

（断熱リフォームの実施*2）

*1：2015年から2018年にかけて、登録車（乗用車）と軽自動車の新車販売台数は3月がピーク
*2：2018年3月からの1年間で、樹脂内窓の販売は11月～12月がピーク
参考：一般社団法人日本自動車販売協会連合会、YKK株式会社

普及啓発事業の実施タイミングに係る参考事例 

 時間帯に合わせた事業の実施（エコカーの普及促進・エコドライブの推進） 
コミュニティラジオ P 局は普及啓発事業を通じてエコカーやエコドライブを訴求するに
当たり、通勤ラッシュ・帰宅ラッシュなど、自動車の通行量の多い時間帯で放送した。
運転中のラジオリスナーが多い時間帯に放送することで、自動車の話題を身近に感じる
運転者にリーチし、聴いたエコドライブの情報をその場で実践できるような工夫を行っ
ていた。 
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なお、普及啓発事業によっては、外部団体との連携やアルバイトスタッフの活用なども考えら
れる。そのような場合においても、普及啓発事業の目的や PLAN 内容をスタッフ全員に共有し、
それらに従った内容で事業を実施できるよう品質の担保、状況の適時把握を行う。 

 

 

 

 

  

PLAN執行時における工夫に関する参考事例 

 ブース来場者に応じた訴求メッセージの発信（省エネ機器の買換え促進） 
Q 市は、省エネ家電の買換えブースの出展をした際、幅広い年代がイベントに来場され
ることから、来場者の年代に応じて伝える情報を工夫した。具体的には、若年～中年層
はスマートフォンアプリを使い慣れていることから、「しんきゅうさん」アプリを活用
し、省エネ家電への買換えによる電気代の節約効果を訴求した。一方、シニア層におい
ては、アプリの説明は行わず、「統一省エネルギーラベル」を説明し、家電量販店での買
い物の際に参考にするよう伝えた。 

 体験待ち時間の有効活用（エコドライブの推進） 
地域センターR では、エコドライブシミュレーターの体験ブースにおいて待ち時間が生
じた際に、エコドライブのパネル・リーフレットをもとに、エコドライブの取組につい
て紹介を行った。待ち時間を活用し、体験前に十分な訴求を行うことで、体験中だけで
なく、実生活での意識づけにもつながると考えている。 
 

 

 

待ち時間

シミュレーター体験
中にこれだけは意識
してください

エコドライブ
リーフレット配布

ポイントを絞った声かけ

体験へ
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２－２－４. CHECK の実施 

CHECKは （１）アンケートによる CHECK （２）KPIによる CHECK （３）その他定性
情報による CHECK の３種類を実施する。 

（１）アンケートによる CHECKでは、地域普及啓発事業の評価、事業計画の改善のための分
析を目的に、事業の接触者に対してアンケートを実施する。 

（２）KPIによる CHECKは、個々の普及啓発事業の目的に対する達成度合いを確認するため
の指標設定および評価を行う。 

（３）その他定性情報による CHECKは、PDCA シートを活用し、個別事業ごとに実施結果、
訴求対象への接触などについて定性的な振り返りを行う。 

 

（１） アンケートによる CHECK 

地域普及啓発事業に接触した人（講演会の参加者やイベント来場者、ラジオリスナー等）が、 

① 環境に配慮した行動を実施したか、または実施したいと思うようになったか（行動変容、
または意識変容があったか） 

② その変容の要因は何かを検証するため、普及啓発テーマ別にアンケートを行う（図 8）。 

なお、アンケートの対象事業は、公募要領の規定によることとする。 

図 8 効果検証の観点 

なお、アンケートの実施方法やプロセスは訴求手法ごとに異なるため、訴求手法ごとに実施す
る（図 9）。 

① １）情報発信型（受動型）事業：情報発信型（受動型）事業は、地域普及啓発事業の接触
者であるリスナーに直接アンケートを実施することが困難であることから、インターネッ
トアンケートを活用した「地域アンケート」を実施する。 

② ２）情報発信型（能動型）事業及び双方向体験交流型事業：講演会やイベント会場で直接
アンケートを配布・回収する「会場アンケート」を実施する。 

 

普及啓発

行動した／
行動したい

興味なし

①行動変容、意識変容の有無 ②変容の要因

なぜ行動したか、行動したいと
思うようになったか

なぜ興味がわかないのか

ア
ン
ケ
ー
ト
を
通
し
て
検
証
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図 9 訴求手法別のアンケート実施方法 

１）ラジオ（地域アンケート） 

情報発信型（受動型）事業のラジオでは、アンケート調査会社に委託し、ラジオ放送１か月後
に放送エリア（可聴エリア）在住のリスナーに対してアンケート（地域アンケート）を 1回以上
行う（図 10）。 

図 10 情報発信型（受動型）事業／ラジオにおけるアンケート実施概要 

地域アンケート実施の具体的な流れは次のとおりである。 

a. アンケート調査会社への依頼・アンケート配信 

b. アンケート調査結果の集計、集計結果の分析 

a. アンケート調査会社への依頼・アンケート配信 

アンケート調査会社（地域のアンケート調査会社に限らず、全国にアンケートモニター（調査
会社に登録しているアンケート回答者）を持つ大手調査会社であれば、予算 20～30万円程度
で、調査対象地域を指定して依頼可能）へ下記 3点（添付資料４ インターネットアンケート依
頼内容）を共有し、可聴エリアにおけるアンケート実施を委託する。具体的な内容は次に示す。 

① 地域アンケート実施概要 

② アンケート調査項目 

③ アンケート調査内容 

 

 

①情報発信型（能動型）、双方向体験交流型
／講演会・イベント

②情報発信型（受動型）／ラジオ

直接的コミュニケーション 間接的コミュニケーション

会場アンケート（現地配布・回収）
＋追跡アンケート（インターネットアンケート）

地域アンケート
（インターネットアンケート）

普及啓発
（ラジオ放送）

1か月後 地域アンケート実施

可聴エリア在住のモニター

アンケート調査会社

アンケート
実施委託

ラジオ局

アンケート
配信
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① 地域アンケート実施概要 

普及啓発にかかる放送を聴いたリスナー（地域普及啓発事業接触者）の回答を最大限確保する
ため、2 つのステップに分けてアンケートを実施する（図 11）。 

ステップ 1：アンケート調査会社によるアンケートの案内に反応した放送エリア在住のすべて
のモニターに対し、スクリーニング調査を行い、普及啓発番組／CMへの接触有無を確認し、接
触者のみを最大 70サンプル確保する。 

ステップ 2：接触者の回収がこれ以上見込めなくなった段階で、残りの回収数は無作為で確保
する。 

例えば、1事業 100名確保するため、接触者が 70名であれば、残り 30 名分は非接触者の回答
を回収する。接触者が 70名に満たず、50 名であれば、残り 50 名分は非接触者の回答とする。 

 

② アンケート調査項目 

アンケート調査項目は、設問、記載内容の統一を図るため、普及啓発テーマ別の共通テンプレ
ート（添付資料５ アンケート設問集）を用いる。 

なお、主な調査項目は表 2-2 のとおりである。 
  

ステップ2
残りは先着順でアンケート

ステップ1
スクリーニングでリスナーを確保

ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ問：番組を聴きましたか？

YES

ラジオ番組を聴いていた人、
聴いていない人の意識/行動変容の差を比較する

2ステップでアンケートを

実施することにより聴取
者サンプルを最大化

図 11 スクリーニング調査・本調査実施方針 
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表 2-2 地域アンケート調査項目 

アンケー
ト 

タイプ 

カテゴリー 

 
設問
番号 

設問 

ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ 普及啓発放送の接
触者の抽出 

 ⅰ 普段聴いている FM ラジオ局 

 ⅱ 自局の普及啓発番組又は前後の放送の聴取有無 

 ⅲ 普及啓発放送の聴取有無 

     

本調査 ラジオ聴取の現状  1 普段ラジオを聴くシチュエーション 

普及啓発テーマに
関する基本設問 

 2 普及啓発テーマに関連する現状 

 3 普及啓発テーマに対する認知の有無 

意識変容・ 

行動変容 

 4 地域普及啓発事業接触前の意識・行動意欲 

 5 地域普及啓発事業接触後の意識・行動意欲 

 6 （意欲の高い場合）意識・行動意欲の要因 

 7 （意欲の低い場合）意識・行動意欲の要因 

 8 （意欲の低い場合）意識・行動意欲に影響しうる 

訴求手法 

環境問題への 

興味・関心 

 9 地球温暖化問題・気候変動問題に対する関心度 

 10 環境に配慮した行動への実施意欲 

回答者の 

基本情報 

 11 性別 

 12 年齢 

 13 居住地 

 14 職業 

 15 世帯構成 

 16 居住形態 

 17 世帯収入 

 

③ アンケート調査内容 

黄色に色付けされた箇所を埋め、アンケート調査会社へ調査内容を共有する（表 2-3）。 
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表 2-3 地域アンケート調査内容 

カテゴリ 内容 記入方法 

普及啓発テーマ XX 調査票のある普及啓発テーマの中か
ら、調査を行うテーマを記入 

アンケートタイプ アンケート調査会社のモニター会員
へのアンケート 

－ 

アンケート開始希望
日 

XX 月 XX 日 アンケート開始希望日を記入 

（放送終了 1 か月後を目途とする 1） 

目標回収数 最大 100 サンプル － 

スクリーニング設問
数 

XX 問 該当する調査票の設問数を記入 

本調査設問数 XX 問 該当する調査票の設問数を記入 

調査票上の画像有無 あり 又は なし 該当する調査票上の画像有無を記入 

放送日／期間（ｽｸﾘｰﾆ
ﾝｸﾞ設問ⅲで使用） 

XX 月 XX 日 又は 

XX 月 XX 日～XX 月 XX 日 

特定の放送日がある場合： 

 全ての実施日を記入 

放送期間が長期にわたる場合： 

 開始日・終了日を記入 

対象地域 XX 市、XX 市、XX 町 可聴エリアの市区町村名を記入 

対象年齢 18 歳以上 又は 20 歳以上 普及啓発ﾃｰﾏに応じていずれか選択 

近隣ラジオ局（ｽｸﾘｰﾆ
ﾝｸﾞ設問ⅰで使用） 

FM○○、○○エフエム スクリーニング設問ⅰで列挙するた
め、近隣の他局名を記入 

普及啓発番組／CM

放送前後の番組（ｽｸﾘ
ｰﾆﾝｸﾞ設問ⅱで使用） 

XX 番組、XX 番組 普及啓発を行った番組又は普及啓発
CM の前後で放送された番組名を記
入 

納品物  ローデータ 

 GT 表 

 対象ｴﾘｱの性別・年代別ﾓﾆﾀｰ数 

 ｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ調査における性別・年代
別回答者数 

 その他上記に付随するもの 

 

                                                        

1 放送期間が通年など、12 月以降も実施する場合は、分析に要する期間も踏まえ、12 月にアンケートを実施することとする。 
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b.アンケート調査結果の集計、集計結果の分析 

① 執行機関へアンケート調査結果の提出 

アンケート調査結果については12月までに、執行機関へ提出する。提出物は次のとおりとする。 

 

＜提出物一覧＞ 

 アンケート調査結果※アンケート調査会社から受領したエクセルファイル 

 地域アンケート提出表（表 2-4）※PDCA シートに記載の普及啓発番組／CM 名を記載してく
ださい 

 

② 集計結果の分析 

アンケート調査結果について、当初の事業計画に照らし合わせ、以下の観点から効果検証を行
う（図 12）。 

ⅰ) 事業計画時に設定したターゲットへの接触有無 

ⅱ) 普及啓発による普及啓発テーマに関連する意識変容・行動変容の有無 

ⅲ) 意識変容・行動変容が起こった場合の要因の観点 

 

※ アンケート回収率の目安 

アンケートの回収率については、H30 年度地域における地球温暖化防止活動 PDCA サイクル推
進事業委託業務で行った地域アンケートにおける、スクリーニング調査回収数に対する接触者数
の比率（出現率）を目安とする。 

 接触者回答数÷スクリーニング調査回収数＝接触者の出現率： 3.5% 

アウトカム

事
業
結
果

アウトプット
i 事業計画時に設定した

ターゲットにリーチしたか

分析対象

• 主な訴求対象
（想定ターゲット）

• 訴求タイミング

• 回答者の性別・年代
• 回答者のラジオを

聴くシチュエーション

実施計画書 地域ｱﾝｹｰﾄ
集計結果比較

意識変容・行動変容は
起こったか

ii
－

• 普及啓発前後の意
識・行動意欲

変容の起こった理由は
何か

iii • 訴求メッセージ
• 普及啓発後の意識・

行動意欲の理由

図 12 地域アンケート分析の観点 
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表 2-4 地域アンケート提出表 

記 

 

事業者
番号 

PDCA 

シート記載
の事業番号 

普及啓発番組／CM 名 

（PDCA シート記載の名称） 

アンケート対象普及啓発番組／ 
CM 放送日 

実施場所 

アンケート配布状況 

（どのタイミングでアン
ケートを実施したか） 

ｱﾝｹｰﾄ 

回答者数 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

回収数 

   20XX/XX/XX ～ 20XX/XX/XX     

          

          

          

          
 

以上 

 【事業者名】 

 担当者名 

 住所・連絡先等 
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２）イベント・講演会（会場アンケート） 

情報発信型（能動型）及び双方向体験交流型事業では、事業実施主体が講演会やイベント会場
でアンケート（会場アンケート）を配布・回収する。 

なお、実際の意識変容・行動変容の有無を捕捉するため、PDCA 実施機関において、1 か月後
を目途に会場アンケート回答者に対し、2 度目のアンケート（追跡アンケート）を実施する（図 

13）。 

図 13 情報発信型（能動型）及び双方向体験交流型事業におけるアンケート実施概要 

 

会場アンケート実施の具体的な流れは次のとおりである。 

a. アンケートの配布・回収 

b. アンケートの集計 

c. 集計結果の分析 

 

a. アンケートの配布・回収 

アンケート調査項目は、設問、記載内容の統一を図るため、普及啓発テーマ別の共通テンプレ
ート（添付資料５ アンケート設問集）を用いる。 

なお、主な調査項目は表 2-5 のとおりである。 

  

 

普及啓発
（イベント開催）

1か月後
追跡アンケート実施
（PDCA支援機関）

会場アンケート実施
（実施主体）

• アンケート実施
• メールアドレス回収

• ｲﾍﾞﾝﾄ参加者（ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ提供
者）に追跡ｱﾝｹｰﾄを実施すること
により実際の行動変容を把握
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表 2-5 会場アンケート調査項目 

カテゴリ 
設問
番号 

設問 

回答者の基本情報 1 性別 

2 年代 

普及啓発テーマに関する基本設問 3 普及啓発テーマに対する認知など 

普及啓発前後の意識・行動変容 4 普及啓発前の意識・行動意欲 

5 普及啓発後の意識・行動意欲 

意識・行動変容の要因 6 普及啓発後の意識・行動意欲の理由 

追跡アンケートへのご協力 7 メールアドレスの記入 

 

※ アンケート回収率を高めるためのポイント 

アンケート回収率を高めるためには次の点を意識することが重要である。 

 参加とアンケート実施をセットにする 

 参加者・来場者に対し、アンケートの実施を「追加的に」お願いするのではなく、
「イベント参加とアンケート記入はセットである」と説明すると、回答への抵抗が少
なくなる傾向がある 

 例えば、体験型事業の場合は、事前に「体験後にアンケートへのご協力をお願いしま
す」と伝えておくことで、回答率が高くなる傾向がある 

 アンケート実施主体・目的を伝える 

 「環境省が行う地球温暖化防止事業の改善のためのアンケート」、「イベント実施 1 か
月後も本日の内容を意識されているか把握するために、メールアドレスの記入をお願
いします」というように、アンケートの実施主体（環境省）・目的を、参加者・来場
者に明確に伝えることで、回答率やメールアドレスの記入率が高くなる傾向がある 

b. アンケートの集計 

① アンケート調査票のデータ化（ローデータ）・集計 

回収したアンケート調査票を添付資料６ 会場アンケート入力ツール（エクセル）によって、
表 2-6 の形式でまとめ（ローデータ化）、集計する。 

 

表 2-6 会場アンケート実施結果データ化項目（ローデータ） 

No. 都道府県 事業者名 ｲﾍﾞﾝﾄ名 ｱﾝｹｰﾄ回収日 性別 年代 設問への回答 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

1          … 
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② 執行機関へローデータの提出 

メールアドレスの記入がある調査票（ⅰ）については、講演会・イベント実施後 2 週間以内
に、その他の調査票（ⅱ）については 1か月以内に、執行機関へ提出する。提出物は次のとおり
とする。 

＜提出物一覧＞ 

（ⅰ）メールアドレスの記入がある調査票（実施後 2 週間以内に提出） 

 会場アンケート実施結果 ※①のエクセルファイル。事業開始後、執行団体より共有。
PDCA シートに記載の講演会・イベント名を記載してください 

 アンケート用紙 PDF、紙原本又は紙複写 ※PDFでの提出を推奨 

（ⅱ）その他の調査票 

 会場アンケート実施結果 ※①のエクセルファイル。事業開始後、執行団体より共有。
PDCA シートに記載の講演会・イベント名を記載してください 

 

c. 集計結果の分析 

b. で集計した結果について、当初の事業計画に照らし合わせ、以下の観点から効果検証を行
う（図 14）。 

ⅰ) 事業計画時に設定したターゲットへの接触有無 

ⅱ) 普及啓発による普及啓発テーマに関連する意識変容・行動変容の有無 

ⅲ) 意識変容・行動変容が起こった場合の要因の観点 

アウトカム

事
業
結
果

アウトプット
i

意識変容・行動変容は
起こったか

ii

事業計画時に設定した
ターゲットにリーチしたか

変容の起こった理由は
何か

iii

分析対象

－

主な訴求対象
（想定ターゲット）

訴求メッセージ
普及啓発の手段・場所

普及啓発前後の意識・
行動意欲

回答者の性別・年代

普及啓発後の意識・
行動意欲の理由

実施計画書 会場ｱﾝｹｰﾄ
集計結果比較

図 14 会場アンケート分析の観点 
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（２） KPI による CHECK 

２－２－２の（2）で設定した普及啓発事業の目的をもとに、KPI（Key Performance Indicator; 

目標の達成度合いを示す指標）を設定し、事業の成果・効果を評価する。 

 KPIの一例 

 事業規模（普及啓発人数（リーチ数）*、来場者数など） 

 COOL CHOICE への賛同数 

 アンケート回収数 

 費用対効果 

 

*普及啓発人数はイベント等で直接説明等の対応をした、展示を見た、パンフレット等を渡し
た人数を指し、イベント全体の来場者数と必ずしも一致しない。ラジオや広報紙の場合は、聴取
した又は閲読したであろう人数を指す。 

（３） その他定性情報による CHECK 

アンケート、KPIなどの定量的な情報以外にも、定性的な情報を基に実施結果の振り返りを行
う。具体的には、PDCA シート（添付資料７）を活用し、次の観点から実施する。 

 実施結果 

 当初計画していた「事業内容」、「効果的な実施のための工夫」を実現できたか 

 できた場合、できなかった場合、それぞれの要因は何か 

 イベント・講演会等の来場者、番組・CM のリスナーの反応、寄せられた意見はどのよ
うなものがあったか 

 その他、よかった点、改善すべき点は何か 

 主な訴求対象 

 普及啓発を行った対象はどのような属性か（性別・年代、世帯構成等の観点から記入） 

 事業計画時に想定していた訴求対象に対し、普及啓発を行えたか 

KPIに基づく事業評価を行う参考事例 

 普及啓発事業に係る費用対効果（例：エコドライブ） 
地域センターSでは、普及啓発事業実施後に当事業の効果を「行動変容者の数（普及啓発
事業を通じて、何名がエコドライブを実践しようと思うようになったか）」と定義し、そ
の費用対効果を算定した上で、次年度以降に実施する・しない事業を検討している。 
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２－２－５. ACTION の実施 

２－２－４CHECKにおいて整理した個別事業の実施結果をもとに、次回の個別事業又は次年
度に向けた改善策の検討を行い、事業計画（PLAN）に反映する。また、執行団体より共有され
る事業データベースから、内容の近しい個別事業の工夫や結果を参照することで、より多角的な
観点から改善に向けた検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

定性的情報によるCHECKに係る参考事例 

 イベント実施直後の事業振り返り 
地域センターT では、毎回のイベント終了時に、イベントスタッフから意見や反省点を
集め、イベント参加者からの声もまとめている。これらの振り返り結果は、その後のイ
ベントや来年度以降の事業検討の材料として活用している。 

ACTIONの実施に係る参考事例 

 前年度の振り返りから生まれたアイデアの採用 
コミュニティラジオ局 U は昨年度も地域普及啓発事業を実施しており、今年度の実施事
業に検討にあたっては、昨年度の反省点を踏まえた事業計画を行った。具体的には、こ
れまではラジオパーソナリティと有識者と対談する番組（１時間×２回）とスポット CM
（20秒×1 日 5 回×1か月）を活用し、エコドライブの認知拡大策をとっていた。しか
し、放送枠の関係上、回数と期間が限定的であったため、認知度向上の効果は限定的で
あった。そのため、今年度は、より簡素な内容でも長期間かつ高頻度に放送することが
認知度向上には効果的であると考え、今年度は原稿読み上げのスポット CM を繰り返し
放送している。その結果、リスナーからも「エコドライブを意識しています」といった
コメントが寄せられるようになり、効果も感じている。 
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３. 添付資料 
添付資料は表 3-1 に示すとおり。 

 

表 3-1 添付資料一覧 

No. 資料名 概要 

１ 参考資料・ツール活用 
タイミング 

参考資料（PDCA 実施ガイドライン（本資料）、優良事
例集、PLAN 集、事業データベース）の参照タイミン
グ、各種ツール（PDCA シート、会場アンケート集計
ツール）の活用タイミングをまとめたもの 

２ 優良事例集 令和元年度の普及啓発事業のうち、事業実施主体が自
ら実施する PDCA における優良事例の紹介 

３ 地域普及啓発事業に係る
PLAN 集 

省エネ家電、エコドライブ、省エネ住宅、低炭素物
流、エコカー、環境意識全般に関して、統計等データ
及びアンケート分析結果に基づき策定した実施方針・
計画（PLAN） 

４ インターネットアンケート
依頼内容 

ラジオによる普及啓発を実施した事業者が事業評価
（CHECK）を目的に行うインターネットアンケートを
行う際に、アンケート調査会社へ共有する実施概要 

５ アンケート設問集 ラジオ事業向けの地域アンケート及びイベント・講演
会等で配布する会場アンケートの設問集 

６ 会場アンケート入力ツール 事業実施主体が実施したイベント・講演会（情報発信 
（報道型）、双方向体験交流型）において回収した会場 
アンケートをデータ化するツール 

７ PDCA シート 事業実施主体が事業の実施状況を報告する際の様式 
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